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平成１３年３月期　第１四半期の事業の進捗状況について

当社の平成１３年３月期　第１四半期（平成12年4月1日から平成12年6月30日まで）にお

ける事業の進捗状況について、お知らせいたします。

なお、本書面は第１四半期における業績の速報であることから、本通知に記載された財

務諸表等の一部には正規の決算手続きを経ていないものが含まれており、これらに対する

監査法人の監査は受けておりません。

１．四半期の事業の進捗状況

　（１）はじめに

　当第１四半期におけるわが国経済の状況は、７月１４日発表された経済企画庁の景気判

断「自律的回復に向けた動きが徐々に強まってきている」に表現されましたとおり、ＩＴ

関連投資が景気を下支えする主役となり、好調な業種は特定業種から、一部の業種をのぞ

いた広範囲にわたる業種に広がりつつあります。一方で、不安定要因といたしましては、

アジア経済の先行不安による輸出の減退懸念、国内企業の不良債権問題、企業規模による

投資マインドのばらつきなど、自律的回復が本格的な回復軌道に乗るには時間を要するこ

とが確認されました。また、この四半期は、ゼロ金利政策の解除、財政赤字削減といった

長期的に日本経済を左右する財政金融政策の転換材料が議論されたように、実体経済を見

据えながら慎重な判断を要求されるきわめて重要な、かつ日本経済の脆弱さを露呈した第

１四半期でありました。

　当社を取り巻く機械器具関連業界におきましては、前期に引き続き半導体製造装置や液

晶、情報、通信関連等が極めて好調に推移したのに加え、工作機械にもようやく回復の兆

しが見えてまいりました。

　このような状況のもとで、当社といたしましては、２１世紀型流通業のあるべき姿の追

求を行うため、購買コーディネータとしての役割の拡大、戦略的な情報システムの再構築、

商品カタログの充実、自社ブランド（ＮＤ）商品の開発および浸透、ＩＳＯ１４００１の

認証取得、人材の育成といった事業戦略を具体化に向け積極的に取り組んでおります。営

業体制面におきましては、当期より従来の東部ブロックを北関東ブロックと東部ブロック

に分割し、また事業所展開については、横浜営業所、品川営業所、上田営業所を新たに開

設し、地域密着型の提案営業を一層進めてまいりました。



（２）業績の概況

　当第１四半期におきましては、前期に引き続き半導体製造装置が好調なこともあり、売

上高は１７６億３千２百万円（対前期比２４．２％増）と過去最高の売上高を記録した平

成１０年３月期の第１四半期売上に迫りました。営業利益は８億７千４百万円（対前期比

５４．６％増）、経常利益は９億７千３百万円（対前期比５．７％増）と増収増益を達成す

ることができました。なお、経常利益における対前期比の伸長率が低いのは、前期におき

まして投資有価証券評価損戻入益（２億９千３百万円）の計上がありましたが、当期から

会計制度が変更され時価会計の導入により評価損益の洗い替えを行わなくなったためであ

ります。

２．営業収益の状況

（単位：千円未満切捨て）

        四半期別 当第1四半期 前第1四半期

自　平成12年4月 1日 自　平成11年4月 1日 増      減

至　平成12年6月30日 至　平成11年6月30日

品目別 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 増減率

％ ％ ％

動 力 伝 導 機 器 8,570,143 48.6 6,659,829 46.9 1,910,314 28.7 

産   業   機   器 3,977,520 22.6 3,570,013 25.1 407,506 11.4 

制   御   機   器 5,084,516 28.8 3,971,100 28.0 1,113,416 28.0 

合           計 17,632,180 100.0 14,200,943 100.0 3,431,237 24.2

 

（品目別概況）

　・動力伝導機器

前期好調であった半導体製造装置関連の直動機器がきわめて好調であったのに加え、

ベルトなどの伝導用品も好調に推移いたしました。当四半期の売上高は８５億７千万

円（対前期比２８．７％増）となりました。

・産業機器

工作機械等の機械受注動向に改善が見られたように、物流関連の設備など当社が取り

扱う商品全般にわたって順調に推移いたしました。当四半期の売上高は３９億７千７

百万円（対前期比１１．４％増）となりました。

・制御機器

前期同様に半導体製造装置関連の空圧制御機器・ホース・チューブが大変好調であり

ました。当四半期の売上高は５０億８千４百万円（対前期比２８．０％増）となりま

した。



３．財務諸表

（1） 貸借対照表

（単位：千円未満切捨て）
               期  別 当第1四半期 前年事業年度 増  　減

(平成12年6月30日) (平成12年3月31日) (△　は　減)
 科　  目 金　　額 構成比 金　　額 構成比 金　　額
（ 資 産 の 部 ） ％ ％
 流　動　資　産 34,213,632 71.9 35,216,663 75.6 △  1,003,030 
現 金 及 び 預 金 9,092,998 11,374,908 △  2,281,909 
受 取 手 形 ・ 売 掛 金 20,153,265 19,660,800 492,464 
有 価 証 券 1,099,270 499,589 599,681 
商 品 2,861,828 2,631,230 230,598 
そ の 他 1,006,269 1,050,135 △     43,865 
 固　定　資　産 13,368,306 28.1 11,337,894 24.4 2,030,412 
有 形 固 定 資 産 5,345,264 5,386,670 △     41,405 
無 形 固 定 資 産 36,773 36,933 △        160 
投 資 等 7,986,268 5,914,291 2,071,977 
資   産   合   計 47,581,939 100.0 46,554,557 100.0 1,027,381 

（ 負 債 の 部 ）
 流　動　負　債 10,332,402 21.7 10,904,585 23.5 △    572,183 
支 払 手 形 ・買 掛 金 9,319,842 9,157,512 162,330 
未 払 法 人 税 等 331,507 924,864 △    593,357 
そ の 他 681,052 822,208 △    141,156 
 固  定  負  債 1,382,382 2.9 800,339 1.7 582,042 
退 職 給 与 引 当 金              - 406,654 △    406,654 
退 職 給 付 引 当 金 475,065              - 475,065 
長 期 繰 延 税 金 負 債 519,879              - 519,879 
そ の 他 387,437 393,685 △      6,247 
負　 債　 合　 計 11,714,784 24.6 11,704,925 25.2 9,858 

（ 資 本 の 部 ）
 資      本      金 5,368,000 11.3 5,368,000 11.5 0 
 資  本  準  備  金 6,283,000 13.2 6,283,000 13.5 0 
 利  益  準  備  金 547,000 1.1 507,000 1.1 40,000 
 そ の 他 の 剰 余 金 22,886,154 48.1 22,691,631 48.7 194,522 
 その他有価証券評価差額 782,999 1.6              -     - 782,999 
資　 本　 合　 計 35,867,154 75.4 34,849,631 74.8 1,017,522 
負 債・資 本 合 計 47,581,939 100.0 46,554,557 100.0 1,027,381 

（2） 損益計算書

               (単位：千円未満切捨て)

当第1四半期 前第1四半期

自 平成12年4月 1日 自 平成11年4月 1日 増   減

至 平成12年6月30日 至 平成11年6月30日 (△　は　減)

 科    目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額

％ ％

売 上 高 17,632,180 100.0 14,200,943 100.0 3,431,237 

売 上 原 価 15,017,137 85.2 12,159,974 85.6 2,857,162 

【売 上 総 利 益 】 2,615,043 14.8 2,040,968 14.4 574,074 

販 売費及び一 般管 理費 1,740,429 9.9 1,475,332 10.4 265,096 

【営 業 利 益 】 874,613 5.0 565,635 4.0 308,978 

営 業 外 収 益 121,757 0.7 371,522 2.6 △   249,765 

営 業 外 費 用 23,083 0.1 16,719 0.1 6,363 

【経 常 利 益 】 973,287 5.5 920,438 6.5 52,848 

               四半期別



（3） キャッシュ・フロー計算書

            (単位：千円未満切捨て)
                                四半期別

  科   目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
 税引前当期純利益 1,129,784
減価償却費 51,043
貸倒引当金の増加額 70,153
賞与引当金の減少額 △       216,698
退職給付引当金の増加額 68,411
役員退職慰労引当金の減少額 △         5,300
受取利息及び配当金 △        30,328
その他の損益調整額 4,248
売上債権の増加額 △       574,295
たな卸資産の増加額 △       230,598
その他の資産の増加額 △       311,976
仕入債務の増加額 233,920
その他の負債の増加額 108,470
役員賞与支払額 △        50,000
小計 246,834
利息及び配当金の受取額 26,426
法人税等の支払額 △       922,357
   営業活動によるキャッシュ・フロー △       649,096

Ⅱ 投資活動によるキャツシュ・フロー
信託受益権の取得による支出 △     1,799,731
信託受益権の売却による収入 1,699,505
有形固定資産の取得による支出 △        13,015
有形固定資産の売却による収入 543
投資有価証券の取得による支出 △       639,754
投資有価証券の売却による収入 68,826
貸付による支出 △         3,600
貸付金の回収による収入 1,550
その他の投資活動による支出 △           366
   投資活動によるキャッシュ・フロー △       686,041

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
自己株式の取得による支出 △           250
配当金の支払額 △       346,594
   財務活動によるキャッシュ・フロー △       346,844

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △           245

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額 △     1,682,228

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 11,874,497

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 10,192,269

当第1四半期
自 平成12年4月 1日
至 平成12年6月30日


